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平和市長会議の今後の取組みに係る事業計画及び概算経費 

１ 平和市長会議の今後の活動内容について 

2005 年 5 月の NPT 再検討会議で 2020 年までの核兵器廃絶に向けた具体的な成果が出なかっ

たことから、緊急行動の「STEP ４」として、2010 年の核兵器禁止条約の制定、及び 2020 年

までの核兵器廃絶に向け、引き続き「核兵器廃絶のための緊急行動」を展開していく。当面、

対人地雷禁止条約の成立過程を参考にしつつ、国連の枠組みによる核兵器禁止条約の実現に向

け、取り組んでいく。 

(1)2010 年の核兵器禁止条約の成立及び 2020 年までの核兵器廃絶に向け、国際気運をさらに高

めるため、今年の８月６日から来年の８月９日までを「継承と目覚め、決意の年」と位置づ

け、予算の確保状況を見極めながら、今後１年間で次のような事業に取り組むことを検討す

る。

イベント関係

事業内容 概算経費 

①国連デー、世界軍縮週間での核兵器廃絶を訴える行事の開催 ２０万円 

10 月 24 日の国連デーから始まる世界軍縮週間の期間中、

世界各地で核兵器廃絶に向けた市民集会等を開催するよう

呼びかける。 

②ワールド・ピース・フォーラムへの参加 １２０万円 

2006 年 6 月 23‐28 日にバンクーバーで行われるワール

ド・ピース・フォーラムに参加し、原爆ポスター展等を開

催するとともに、他の NGO とともにワークショップを開

き、平和市長会議の緊急行動への賛同を求める 

③国際司法裁判所の勧告的意見１０周年記念行動 １６０万円 

国際司法裁判所の勧告的意見が出されて 10 周年を迎える

2006 年 7 月に、NGO 団体等の協力を得て、オランダ・ハ

ーグ市で平和集会を行うとともに、「国際法を守る壁」（ブ

ロック 6 万個・300 メートル）を展示し、国際法を守ると

ともに勧告的意見を遵守するよう求める。 

また、各加盟都市において勧告的意見に関するシンポジウ

ム等を開催するよう呼びかける。

※参加者の旅費は自己負

担

プロジェクト関係 

①国連総会第一委員会における特別委員会の設置 １３０万円 

国連総会第一委員会において核兵器のない世界の実現と維

持とを検討する特別委員会を設置するよう働きかける。こ

の一環として 10 月～11 月に国連でロビー活動を行う。 
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②Ask the People キャンペーン ３０万円 

核保有国や核保有能力を持つ国々で核兵器に関する世論調

査を行うよう、各国の平和市長会議加盟都市が、自国のマ

スコミに働きかける。世論調査の結果を各国政府に伝え、

国民の大多数が核兵器廃絶を望んでいることを訴える。 

③Mega-port, Mega-impact キャンペーン ３０万円 

大規模港湾がテロリスト等により核兵器で破壊された場

合、港湾の被害のみならず、世界の流通機能に甚大な被害

を与える。このことを広く世界へ伝え、核兵器の廃絶に向

けた世論の醸成を行う。 

④平和関連会議への参加 ２０万円 

2005 年９月 25-28 日にトルコ・ネウシェヒール市で行われ

る平和国際都市会議に参加し、原爆ポスター展等を開催す

るとともに、ワークショップを開き、平和市長会議の緊急

行動への賛同を求める。 

⑤アドバイザリーコミティー設置及び平和市長会議の連携強化 ４５０万円 

会長の諮問機関として、国際的に活動している NGO の代表

者などをメンバーとするアドバイザリー･コミティーを設

置し、E メールなどで意見の聴取、意見交換などを行う。

さらに、平和市長会議の加盟都市間の情報交換等により連

携を強化する。 

・英文ホームページ作成

・データーベース管理及び広報

⑥教育的プロジェクトの推進 １３０万円 

加盟都市において、「被爆体験を読み語るプロジェクト」や

加盟都市の大学での広島・長崎講座の開講など、若い世代

への被爆体験の継承を実施するよう働きかけ、当該プロジ

ェクトの実施希望都市には、これらのプロジェクトに要す

る資料等を送る。 

⑦活動資金の獲得活動 ５００万円 

各種の基金から最大限の補助を得るための活動を行う。 

平和市長会議の連携や活動資金の確保のための国別支部の

設置を促進する。 

⑧事務局運営及び海外活動拠点機能の整備 ３８３０万円 

平和市長会議事務局の恒常的な運営に加え、国連でのロビ

ー活動をはじめ米国や欧州等で積極的な活動ができるよう

活動拠点機能を整備する。 

イベント・プロジェクト 合 計 ５４２０万円
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(2) 予算の確保状況を見極めながら、次回の総会開催年である 2009 年までに、主に次のよう

な事業に取り組むことを検討する。（中期計画） 

事業内容 概算額 

2007年 

①２０２０キャンペーン活動の展開 １６００万円 

国連や国際社会での働きかけなど、2005 年 8 月から 1 年間

の経費と同額程度の各種キャンペーンを展開していく。 

②平和市長会議理事会 ３０万円 

第７回理事会を開催し、2009 年に行われる第 7 回総会や

2010 年に開催されるＮＰＴ再検討会議に向けた平和市長会

議の取組みについて協議する。 

※旅費は自己負担

③事務局運営及び海外活動拠点機能の整備 ３８３０万円 

平和市長会議事務局の恒常的な運営に加え、国連でのロビ

ー活動をはじめ米国や欧州等で積極的な活動ができるよう

活動拠点機能を整備する。 

計 ５４６０万円 

2008年 

①２０２０キャンペーン活動の展開 １８００万円 

国連や国際社会での働きかけなど、各種キャンペーンを展

開していく。 

②事務局運営及び海外活動拠点機能の整備 ３８３０万円 

平和市長会議事務局の恒常的な運営に加え、国連でのロビ

ー活動をはじめ米国や欧州等で積極的な活動ができるよう

活動拠点機能を整備する。 

計 ５６３０万円 

2009年 

①２０２０キャンペーン活動の展開 ２０００万円 

国連や国際社会での働きかけなど、各種キャンペーンを展

開していく。 

②第 7回平和市長会議総会 ５０００万円 

第 7 回平和市長会議総会を長崎市で開催し、2020 年までの

核兵器廃絶に向けた平和市長会議の取組みを討議する。 

③事務局運営及び海外活動拠点機能の整備 ３８３０万円 

平和市長会議事務局の恒常的な運営に加え、国連でのロビ

ー活動をはじめ米国や欧州等で積極的な活動ができるよう

活動拠点機能を整備する。 

計 １億８３０万円 

2007年-2009年 合 計 ２億１９２０万円 
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２ 組織の活性化について 

各国ごとに平和市長会議の国内リーダー都市や事務局となる NGO を定め、国内ネットワーク

を組織してもらい、国内加盟都市会議を開くなど、各国の実情に沿った活動を展開する。 

第 1 段階として加盟都市数が１０都市以上の国（１８か国）が国内ネットワークの組織化に取

り組み、経費については各国で寄付を募るなどの取組みを行う。 

［先進的取組み］ フランス、イギリス、ドイツ、ベルギー 

３ 財政基盤の充実について 

平和市長会議の事務局運営経費や総会の開催経費などのほか、平和市長会議を代表して会長の

広島市長や副会長の長崎市長が海外で行動する事業の経費については、広島市及び長崎市のみ

が負担している。特に今回の総会の開催にあたっては、広島市が会議運営費をはじめ参加者の

宿泊費補助などを含め約 5000 万円を負担している。また、５月の NPT 再検討会議の際の市長

代表団会議等の取組みは、広島市及び長崎市が約 500 万円を負担するとともに、アメリカのＮ

ＧＯであるＧＰＡ（グローバル・ピースメーカーズ・アソシエーション）をはじめ、多くのボ

ランティアの協力により行われたものである。

このように、特定のＮＧＯのみが負担をすることがないよう、平和市長会議加盟都市をはじめ

世界に資金援助を求める必要がある。また、今後、「核兵器廃絶のための緊急行動」として上記

の活動に取り組んでいくためには、さらなる資金が必要となる。そのために次の活動資金の確

保策に努力する。 

①加盟都市、市民、NGO、企業等へ広く寄付を募る

ＮＰＴ再検討会議準備委員会、ＮＰＴ再検討会議などでの大規模な活動の長期計画を策定し、

それらの事業に対する寄付金を、加盟都市をはじめ世界の市民、NGO、企業等から広く募る。

さらに、今後、各国別の活動を進めていくために各国別組織でそれぞれ寄付口座を設けるな

ど、独自に活動資金を調達し、独立採算制で活動を行う。アメリカでは既に平和市長会議事

務局米国代表が中心となり、ＧＰＡ（グローバル・ピースメーカーズ・アソシエーション）

とともに寄付などにより資金を集め、活動を行っている。

［年間寄付見込額］ 

区 分 寄付見込額 

加盟都市からの寄付 １０００万円 

基金等からの補助 ３００万円 

個人・ＮＧＯ等からの寄付 ５００万円 

目標額 １８００万円 

［各国別事業の例］ 

アメリカでは、ＧＰＡが中心となり、核兵器廃絶を訴えるコンサート等の開催を計画してい

る。こうしたイベントにより得た収益を、新たな活動資金として持続可能な平和活動とする

ことを計画している。 
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②総会出席負担金の増額

第 6 回総会における出席負担金は、海外都市は 1 人あたり 1 万円（国内都市は１都市あたり

25000 円）としているが、次回からはこの出席者負担金を増額し、総会における開催地の負

担を軽減する。


